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 自治体のグローバル人材育成とクレア

自らの企画立案による 
インターンシップ
赴任２年目には、当地の地方自治体などの行政関係機
関で、自らの企画立案により、１週間前後のインターン
シップを経験していただく。自ら訪問先を選定し、時期
や期間、内容を調整した上で経験することで、今後の業
務に役立つ企画力や交渉力、行動力を培うことができる。

当地の地方行政関係者との交流
さらに、当事務所では、当地の地方自治体が集まる年
次総会への参加などを通じ、オーストラリアおよびニュー
ジーランドの地方行政を取り巻く最新の動向を把握する
とともに、地方行政関係者とのネットワークを構築して
いる。こうして得られたつながりを活用し、当地の地方
自治体との勉強会を定期的に開催することで、地方行政
の現場に触れ、先進的な施策を学ぶ機会も設けている。

次代の地域経営を担う人材の育成
上記のとおり、クレアシドニー事務所では、制度や文化、
価値観の異なる多種多様な関係者と対話・協働する実務
経験を通じた人材育成に取り組んでいる。派遣された職
員の皆さんは、当事務所での勤務を通じて、英語力だけ
でなく、多角的な視野や幅広い実務能力を身に付けて帰
任されることから、帰任後は、地域経営を担う中核人材
として大いに活躍し、派遣元自治体の発展を力強く牽引
されるものと確信している。

クレアシドニー事務所は、７つのクレア海外事務所で
唯一南半球に所在し、オーストラリアおよびニュージー
ランドを所管している。現在は、日本から派遣されてい
る９人の職員と３人の現地職員が在籍している。
季節は日本と逆ながら、時差はごくわずかで、シドニー
と日本との時差は１時間（サマータイム期間中は２時間）
にとどまり、日本とのタイムリーで円滑な連携・やり取
りが可能である。
オーストラリアでは、海外生まれの住民の割合が３割を
超え、公用語である英語以外の言語を母語とする住民の
割合も２割を超える。このような多民族国家オーストラリ
アでの勤務は、多文化共生を体感しながら国際感覚を養
うとともに、英語力をはじめとするさまざまなスキルを磨
くことができ、日本から派遣されている職員の皆さんに
とって大きな成長の場となっている。

英語によるプレゼンテーション
当事務所では、日本、オーストラリアおよびニュージー
ランドの地方行政関係者が、各国の地方自治体に共通す
る課題をテーマに意見交換を行う「クレアフォーラム」
を毎年開催している。このフォーラムで、日本の自治体
による実践例を発表するのは、当事務所に赴任して１年
目の所長補佐の皆さんである。
発表も、質疑応答を含む意見交換も、すべて英語で行
われるため、語学力の向上に資することはもとより、行
政施策をわかりやすく伝える力や、多様な価値観を持つ
相手と対話する力を育む貴重な機会となっている。また、
参加者との意見交換を通じ、新たな視点を得る場にも
なっている。

シドニーで磨く国際感覚と実務能力
（一財）自治体国際化協会シドニー事務所　所長　光永　祐子
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である。各自治体では、地方政府との交流、地域の魅力
の PRなどで中国に渡航する際、慣れない中国における
活動の企画・実施にあたり、言語や慣習、制度の違いな
どの課題に直面することも想定される。こうした課題を
解決し、日本からの出張者が限られた時間を最大限に生
かして、有意義に活動できるよう、ニーズを丁寧に聞き
取りながらサポートしている。
具体的には、友好都市提携の周年事業における人的支
援や、観光展などでのブース運営、訪中に当たってのア
ポイントの取得やアテン
ドなど、当事務所職員の
派遣元自治体をはじめ各
自治体の活動に対して、
さまざまな支援を行って
いる。

事前の語学力や知識は不要
上述の地方政府とのハイレベルな交流や中国での活動
支援などに対応するため、職員への研修、人材育成も手
厚く行っている。語学については、現地での生活や業務
を円滑に進められるよう、赴任初年度に短期集中研修を
実施するとともに、赴任期間を通じて研修を継続できる
制度を設けている。また、中国の地方行財政制度や中国
でのアテンド・接遇などの研修も実施しており、当事務
所での業務を円滑に進めるためだけでなく、帰任後でも
中国との交流に役立つノウハウを提供している。

おわりに
昨今の日本と中国との関係については、皆さまご承知
のとおりである。一方で、日本と中国の地方交流の歴史
は長く、中国が永遠の隣人であるということは変わりよ
うのない事実である。この点、中国の現地の事情と、自
治体の取り組みの双方に通じる職員がいることは、中国
との交流を進める自治体にとって大きな力になると考え
る。当事務所での勤務を通じ、自治体の国際交流人材の
育成、職員の成長に寄与できれば幸いである。

クレア北京事務所は 1997 年の開設以来、中国にお
ける日本の自治体の共同事務所として、自治体が中国で
実施する各種活動を支援している。本稿では、当事務所
の取り組みや、職員の人材育成などについて紹介する。

日本の自治体と中国との関わり
日中の地方交流の歴史は長く、1973年に神戸市と天
津市が初めて友好都市提携を結んだのを皮切りに、2026年
４月末現在で383 件の友好都市提携が結ばれている。
中国は、最終支出ベースで、中央政府と地方政府の比
率が１対９となっており、大きな財政力を持つ地方政府
は、中央政府の統一的な指導の下でも、それぞれが自主
性を持ってさまざまな施策を展開している。地方政府と
の交流を通じて中国の知見を深めることは、日中両国に
おける共通の課題の解決に向けて、日本の自治体にとっ
ても有益であると考える。

地方政府とのハイレベル交流
当事務所は、中国各省の外事弁公室（国際交流担当部
局）と日頃から交流をしており、こうしたつながりを通
じて、日中の地方政府間の交流機会を提供している。そ
の中でも、当事務所が 2002 年から開催している「日
中地域間交流推進セミナー」は、お互いに顔が見える形
でのハイレベルな交流ができる貴重な機会と言える。
 本セミナーには、日本の自治体の首長や幹部、中国
の各省外事弁公室の幹部
など、日中合わせて
200 人程度が参加して
いる。自治体職員にとっ
て、こうしたハイレベル
な交流の機会は、得難い
経験であると考える。

日本の自治体への活動支援
中国での自治体の活動に対して幅広いサポートを行う

「海外活動支援」も、当事務所の重要な取り組みの一つ

クレア北京事務所での勤務を通じた人材育成
（一財）自治体国際化協会北京事務所　所長　山本　倫彦
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派遣元自治体の活動を応援
しかしなんといっても印象に残っているのは、やはり
高知県産品の PRに係る応援である。地元で親しんでい
た県産品が当地でも受け入れられ、まさにいま海外へ進
出・拡大している様子を目の当たりにすることができる。
業務にこの言葉を使うのはあまり一般的ではないのかも
しれないが、率直に言って、楽しい。
PR イベントの支援時に加え、各種会議などのさまざ
まな機会を生かし、「Kochi」という言葉を少しでも多
くの人に届けられるようアピールし続けている。

ユズ製品はどこでインタビューしても非常に評判がよい

派遣される意義
先述したような業務のほかにも、事務所の運営に欠か
せない庶務・財務業務や各種外部との調整を要する業務
があり、それらを多くの職員が掛け持ちで担当している。
つまり、常に業務横断的な思考が求められ、マルチにタ
スクを遂行する能力が鍛えられる。47都道府県から一
人ずつがクレアの各海外事務所に派遣されているわけで
なく、一人の職員が、派遣元以外の案件を含め、複数の
事業を持つことになるためである。また、多くの場合、
日本でも担当したことのない分野・業務を、しかも英語
を使いつつ進めていくにあたっては、事務所全体として
協力していくことも重要となる。
おのずから毎日は目まぐるしく進んでいくのだが、ど
の職員も、派遣期間の間に仕事面・プライベート面双方
で最大の成果を得ようと、懸命に取り組んでおり、刺激
を受ける環境になっている。

クレア海外事務所での勤務とは
クレア海外事務所での業務には、大きくわけて事務所
業務と派遣元自治体の応援業務の二つがある。前者は、
日本全国の魅力を発信するため行っている事務所独自の
広報・イベント開催業務や日本各地の自治体から依頼を
受けて海外での活動を支援する事業などであり、後者は、
派遣元自治体による海外での広報活動やネットワーキン
グ活動を支援するものである。

事務所業務の典型例
私の場合、2025 年度は主に広報業務、2026 年度は
海外活動支援事業を担当している。
広報対象の中心は、当事務所が行うあらゆる活動（自
治体からの要人受け入れやイベントへの参加など）で
ある。
海外活動支援では、支援依頼自治体から活動の意図を
引き出すこと、そして事務所内部での支援体制を整える
ことがメインの業務となる。依頼者の考えに合致した支
援を行うためには、事務所が持っている情報を総動員し
提供することが求められ、支援体制の整備では事務所全
体のスケジュール把握が必要である。各人の予定や業務
量、得意分野を考慮し、適材適所での対応を目指している。
その他、各種会議の参加を通したクレア職員としての
ネットワーキングや JET 経験者とのコラボレーション
も重要な業務である。NatCon（米国で開催される、
JET 経験者による地域会議）では会議開催までの調整も
担当したが、この会議の運営はボランタリーベースであ
るにも関わらず、意義のある会議に、そして、参加者全
員が楽しめるような会議にしようと JET 経験者たちが
動いていることが、非常に印象的であった。日本の PR
にも協力的な彼ら彼女らとの関係性を継続してきたこと
は、当事務所の事業運営においても有用に働いている。

クレアで自治体職員として働く
（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所　所長補佐　阿部　里美（高知県派遣）
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で、即戦力として機能する貴重な人材となる。
加えて、クレアには全国各地の自治体などから意欲の
高い職員が集まっており、この「横のつながり」は、派
遣終了後も続く強固な情報共有ネットワークとなってい
る。他自治体の先進的な取り組みなどをタイムリーに把
握できるパイプを持つことは、地方自治体が独自の施策
を展開するうえで多大な優位性をもたらす。

３．自治体にとっての組織的な意義
人事管理の観点から見ると、クレア派遣は「自律型人
材」を育成する最良のフィールドである。慣れない環境
で、異なるバックグラウンドを持つ者同士が協働する経
験は、職員のレジリエンスを高め、既存の固定観念に縛
られない柔軟な発想力を育み、派遣職員の資質向上につ
ながっていることに加え、「クレア派遣」という明確な
キャリアパスは職員のモチベーション向上にも寄与して
いる。
さらに、こうした職員が組織に戻ることで組織全体に
刺激を与え、国際分野への関心が高い人材の確保・育成
や庁内における「グローバル人材」の重要性への認識共
有が進むことで国際化に対応できる組織へと転換してい
くことが期待され、クレアへの職員派遣は非常に意義深
く感じている。

１．はじめに
​地方自治体を取り巻く環境が急速に変化する中で、地
域経済の活性化や多文化共生社会の実現は、避けて通れ
ない喫緊の課題となっている。愛媛県でも、県産品の販
路開拓やインバウンド（訪日客）誘致など、行政の現場
に求められる「国際化」の質は、かつてないほど高度化・
多様化している。
こうした中、自治体国際化協会（クレア）への職員派
遣は、派遣される職員個人のスキルアップにとどまらず、
派遣元自治体の組織力を強化し、地域の課題を解決する
ための強力なエンジンとなるものと考えており、本県で
は 1992年度から職員を派遣してきた。

２．派遣元が得られるメリット
クレアに職員を派遣することで、派遣職員が本県と現
地をつなぐ有力なパイプ役として活躍し、現地の現状を
踏まえた効果的かつスピード感のあるプロモーション活
動に大いに寄与することはもとより、自治体の日常業務
では経験し得ない海外事務所でのプロモーション活動や
文化・経済交流、自治体関連情報の収集などに従事し、
現地事業者との直接交渉、情報の収集・分析を通じて、
グローバルな視点での「情報発信力」や「調整力」を養
うことができるため、帰任後の観光振興や経済労働部門

クレアへの職員派遣が自治体にもたらす
メリットや組織的意義

愛媛県庁総務部総務管理局人事課
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海外武者修行に出てみませんか？
～総務省『地方公務員海外派遣プログラム』～　派遣職員募集中！

総務省自治行政局国際室　参事官補佐　原　志津子

11
そうした行政運営を実現するには、国際的な視野を持
ち、必要なネットワークを構築しつつ、現地の情報や知
見を的確に収集し、国内の施策に活用できる人材の育成
が不可欠である。その育成を目的に、総務省では、自治
体職員を海外研修に派遣するプログラムを、クレアの協
力のもと実施しており、 現行のプログラムを開始した
2013 年度以降、2025 年度までに 22 団体から 60 人
の職員が参加している。

国際情勢の変化や情報化の進展が加速する昨今、自治
体を取り巻く環境は大きく変わりつつある。こうした中、
自治体にとって、海外の動向をも視野に入れながら行政
運営や地域活性化の施策を検討することは、ますます重
要になっている。たとえば、国内外の動向を踏まえた国
際化施策の企画・実施や、多様化・複雑化する行政ニー
ズに対応するため、海外事例を調査・研究し、その成果
を活用することなどは有効な取り組みとなる。

◆派遣プログラムの概要

◆派遣プログラムの特徴
本研修プログラムの特徴は、自治体と派遣職員の創意
工夫により、職員の自主性・創造性・積極性を十分に発
揮できる研修を組み立てられる点にある。
本プログラムによるこれまでの調査研究事例は、派遣

職員の所属部署の政策課題に直結するものや、関心分野
に基づき自治体にとって参考となるテーマ、さらには姉
妹都市交流先における業務体験など、多岐にわたる（表
参照）。3カ月という比較的長い研修期間があることで、



自治体国際化フォーラム｜ August 2026 Vol. 44214

海外の先進事例を深く掘り下げることが可能となって
いる。また、国際分野で活躍する人材にとって語学力
も重要な要素であることから、3カ月の研修期間中に大
学のサマースクールに通い、語学力の向上に取り組む
例も多い。
派遣職員は、自ら調査研究テーマを設定し、それに基
づいて訪問先（自治体、企業、NPO、大学など）を調
べて選定し、アポイントメントの取得まで主体的に行う。
さらに、現地での移動手段や宿泊先の手配を含め、行程
全体を自ら組み立てていく点も、この研修の大きな特徴
である。
特にアポイントメントの取得は容易ではなく、多くの
参加者が苦労したと振り返っている。しかし、この過程
で、職員は国際的なコミュニケーション能力や交渉力を
実践的に鍛えることができ、試行錯誤の末に訪問を実現
し、現地で成果を得た経験は、大きな自信にもつながっ
ている。こうした経験こそが、本研修プログラムが「海
外武者修行」と呼ばれる所以である。

◆クレア海外事務所によるサポート
慣れない海外での訪問調査にあたっては、現地事情に
詳しいクレアの海外事務所が、その知見やネットワーク
などを生かしてサポートを行っている。具体的には、調

査先機関の紹介、現地情報の提供、現地行政事情の説明
や生活相談、海外事務所オフィススペースの提供などの
支援を行っており、活用した参加者からは、円滑かつ効
率的な研修実施の助けになったとの声が寄せられて
いる。

◆情報化時代にこその海外現地研修を
現代はAI の進化も著しく、専門的な事柄であっても、
誰もが容易にインターネットで海外の情報を得ることが
可能である。しかし、自治体職員に必要なのは、「知ら
ないことを調べて把握する」ことだけではない。この武
者修行では、実際に海外の現地へ行き、その土地を見て
人々の営みを感じながら、同じ政策課題に取り組む人々
との情報交換や意見交換を通じて、より良い地域社会を
目指す思いや視点を共有すること、また、歴史や文化が
異なる環境で、相違点や共通点、活用可能な要素を分析
し、施策へ応用する力を養うことができる。そして何よ
り、こうした経験から受ける刺激は、職員のモチベーショ
ン向上にもつながる。
行動力や思考力の向上にとどまらず、将来につながる
胆力を育てる人材育成の実践として、本プログラムをぜ
ひご活用いただきたい。
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事前に質問などの英文を考え、英語ネイティブの友人に
添削してもらい、添削後の英文を当日まで何度も音読す
るという作業をした。この準備で、データを印刷したり、
それを私に届けたり、同事務所内の設備やスペースを使
わせていただいたりなど、多くの面でサポートしてくだ
さった。
派遣期間中、楽しいことは多くあったが、やはり、文
化も言語も違う国での滞在や仕事にストレスや不安は付
きまとった。だからこそ、クレアロンドン事務所の人々
がいつも気にかけてくれたことが本当にありがたかった。
地方自治体や地方自治体職員にとって、海外で、クレ
ア海外事務所ほど親身になって支援してくれる機関はな
いのではないかと考える。
今回多くの人の親切を受けた経験は、仕事面のみでは
なく私を成長させてくれ、宝物になった。このチャンス
をくれた総務省とクレア、札幌市に心から感謝している。

総務省では「地方公務員海外派遣プログラム」を実施
しており、私はこのプログラムで昨年３カ月間、英国で
現地調査した。

調査研究の内容

同プログラムでは、スケジュールの作成、アポイント
メントの取得、インタビューや見学の実施など、基本的
にすべて派遣職員本人が行わなければならない。
調査テーマは「英国の物流業や卸売業を取り巻く現状
や課題」。私はこの分野の部署に所属し、自分で事業内
容を考える機会もある。昨今、日本の多くの物流事業者
や卸売事業者は困難な状況にあると認識しており、この
問題について海外で調査したいと考えた。
最終的に、事業者をはじめ、専門家や支援団体、自治
体、卸売市場など、いろいろな立場の人を訪問できた。
この産業の課題解決のため尽力している人々が大勢いる
と知り、施策検討のみでなく、札幌市の流通事業者がお
かれている状況についてより深く知りたいと思うきっか
けになった。　

クレアロンドン事務所による支援

これについては、いくつか特筆することとしたい。
一つ目は、渡航前に共有していただいた海外生活に関
する情報。交通機関や交通系カードはどのような手段が
一般的で効率が良いのかといった、自力で英語のホーム
ページから判断することが難しい情報を知ることができ
た。この情報のおかげで渡航前の準備や渡航後の生活を
具体的にイメージすることができた。
二つ目は、訪問先の紹介。自力でのアポイントメント
取得は困難を極め、私は渡航後もアポ取りにトライし続
けた。クレアロンドン事務所は２つの訪問先を紹介して
くださり、どちらの訪問先についても、同事務所との堅
い信頼関係がなければ訪問は実現しなかった。
三つ目は、訪問の準備におけるサポート。私は毎回、

地方公務員海外派遣プログラムへの参加
札幌市経済観光局産業振興部流通担当課　堀川　なお
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クレアロンドン事務所の、大英図書館での研修受講にも同行


